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【職場における受動喫煙防止のためのガイドライン】

健康増進法で義務付けられる事項と労働安全衛生法の努力義務により、事業者が実施すべき事項をまとめたガイド
ラインが策定されています。これを参考に、施設ごとの実情に応じて、受動喫煙対策を進めましょう。

上記2項目について詳しくは厚生労働省労働局のホームページをご確認ください。
httpｓ：//ｗｗｗ.mhlw.go.jp./stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/
anzen/kitsuen/index.html

職場における

税法上の支援においては、中小企業等が経営改善設備等を取得した場合について、喫煙専用室に係る器具備品等を、
特別償却又は税額控除の対象としています。飲食店等において設置する受動喫煙の防止のための各種喫煙室に係る
器具備品及び建物附属設備なども、要件に該当する場合は対象となります。




